


その月の社会保
険料等控除後の
給与等の金額

甲

乙扶 養 親 族 等 の 数

０ 人 １ 人 ２ 人 ３ 人 ４ 人 ５ 人 ６ 人 ７ 人

以 上 未 満 税 額 税 額
円 円 円 円 円 円 円 円

960000円 121130 114670 108200 101730 95270 88800 82330 75870

960000円を超え

1720000円に満た

ない金額

960000円の場合の税額に、その月の社会保険料等控除後の給与等の金額のう

ち960000円を超える金額の33693％に相当する金額を加算した金額

円
1720000円

円 円 円 円 円 円 円 円
377200 370740 364270 357800 351340 344870 338400 331940 659300

1720000円を超え

2130000円に満た

ない金額

1720000円の場合の税額に、その月の社会保険料等控除後の給与等の金額のう

ち1720000円を超える金額の4084％に相当する金額を加算した金額

659300 円 に、
その月の社会保
険料等控除後の
給与等の金額の
うち1720000円
を超える金額の
45945％に相当
する金額を加算
した金額

円 円 円 円 円 円 円 円
2130000円 549410 542950 536470 530010 523550 517080 510610 504150

2130000円を超え

2170000円に満た

ない金額

2130000円の場合の税額に、その月の社会保険料等控除後の給与等の金額のう

ち2130000円を超える金額の4084％に相当する金額を加算した金額

円 円 円 円 円 円 円 円
2170000円 571190 564730 558250 551790 545330 538850 532390 525930

2170000円を超え

2210000円に満た

ない金額

2170000円の場合の税額に、その月の社会保険料等控除後の給与等の金額のう

ち2170000円を超える金額の4084％に相当する金額を加算した金額

円 円 円 円 円 円 円 円
2210000円 592970 586500 580030 573570 567100 560630 554170 547710

2210000円を超え

2250000円に満た

ない金額

2210000円の場合の税額に、その月の社会保険料等控除後の給与等の金額のう

ち2210000円を超える金額の4084％に相当する金額を加算した金額

円 円 円 円 円 円 円 円
2250000円 614740 608280 601810 595350 588880 582410 575950 569480

2250000円を超え

3500000円に満た

ない金額

2250000円の場合の税額に、その月の社会保険料等控除後の給与等の金額のう

ち2250000円を超える金額の4084％に相当する金額を加算した金額



その月の社会保
険料等控除後の
給与等の金額

甲

乙扶 養 親 族 等 の 数

０ 人 １ 人 ２ 人 ３ 人 ４ 人 ５ 人 ６ 人 ７ 人

以 上 未 満 税 額 税 額
円 円 円 円 円 円 円 円

3500000円 1125240 1118780 1112310 1105850 1099380 1092910 1086450 1079980

3500000円を超え
る金額

3500000円の場合の税額に、その月の社会保険料等控除後の給与等の金額のう
ち3500000円を超える金額の45945％に相当する金額を加算した金額

扶養親族等の数が７人を超える場合には、扶養親族等の数が７人の場合の税額から、その７人を超える

１人ごとに1610円を控除した金額

従たる給与につ
いての扶養控除
等申告書が提出
されている場合
には、当該申告
書に記載された
扶養親族等の数
に応じ、扶養親
族等１人ごとに
1610 円を、上
の各欄によって
求めた税額から
控除した金額

（注） この表における用語については、次に定めるところによる。
 「扶養親族等」とは、源泉控除対象配偶者及び源泉控除対象親族をいう。
 「社会保険料等」とは、所得税法第七十四条第二項に規定する社会保険料及び同法第七十五条第二項に規
定する小規模企業共済等掛金をいう。

（備考） 税額の求め方は、次のとおりである。
 給与所得者の扶養控除等申告書の提出があった居住者については、
 まず、その居住者のその月の給与等の金額から、その給与等の金額から控除される社会保険料等の金額
を控除した金額を求める。
 当該申告書により申告された扶養親族等（所得税法第百八十六条の二の規定により当該申告書に記載が
されていないものとされる源泉控除対象配偶者及び同法第百八十六条の三の規定により当該申告書に記載
がされていないものとされる源泉控除対象親族を除くものとし、当該扶養親族等が同法第百九十四条第五
項に規定する国外居住親族（において「国外居住親族」という。）である場合には同項に規定する書類の
提出又は提示がされた扶養親族等に限る。以下このにおいて同じ。）の数が７人以下である場合には、
により求めた金額に応じて「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行を求め、その
行とその申告された扶養親族等の数に応じて求めた甲欄の該当欄との交わるところに記載されている金額
が、その求める税額である。
 当該申告書により申告された扶養親族等の数が７人を超える場合には、により求めた金額に応じて、
扶養親族等の数が７人であるものとしてにより求めた税額から、扶養親族等の数が７人を超える１人ご
とに1610円を控除した金額が、その求める税額である。
 及びの場合において、当該申告書にその居住者が障害者、寡婦、ひとり親又は勤労学生に該当する
旨の記載があるとき（当該勤労学生が所得税法第二条第一項第三十二号ロ又はハに掲げる者に該当すると
きは、当該申告書に勤労学生に該当する旨の記載があるほか、同法第百九十四条第四項に規定する書類の
提出又は提示があったとき）は、扶養親族等の数にこれらの一に該当するごとに１人を加算した数を、当
該申告書にその居住者の同一生計配偶者又は扶養親族のうちに障害者又は同法第八十五条第二項に規定す
る同居特別障害者（当該障害者又は同居特別障害者が国外居住親族である場合には、同法第百九十四条第
五項に規定する書類の提出又は提示がされた障害者又は当該同居特別障害者に限る。）がある旨の記載があ
るときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当するごとに１人を加算した数を、それぞれ及びの扶養
親族等の数とする。

 給与所得者の扶養控除等申告書の提出がない居住者（従たる給与についての扶養控除等申告書の提出が
あった居住者を含む。）については、その居住者のその月の給与等の金額から、その給与等の金額から控除さ
れる社会保険料等の金額を控除し、その控除後の金額に応じて「その月の社会保険料等控除後の給与等の金
額」欄の該当する行を求め、その行と乙欄との交わるところに記載されている金額（従たる給与についての
扶養控除等申告書の提出があった場合には、当該申告書により申告された扶養親族等（所得税法第百八十六
条の二の規定により当該申告書に記載がされていないものとされる源泉控除対象配偶者及び同法第百八十六
条の三の規定により当該申告書に記載がされていないものとされる源泉控除対象親族を除くものとし、当該
扶養親族等が同法第百九十五条第五項の記載がされた者である場合には同項に規定する書類の提出又は提示
がされた扶養親族等に限る。）の数に応じ、その申告された扶養親族等１人ごとに1610円を控除した金額）
が、その求める税額である。
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